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Ⅰ　はじめに
2018年1月にイギリスで、孤独担当大臣という日本
ではあまり聞きなれない大臣ポストが設置され、孤
独の問題に対して本格的に取り組むことが政府によ
り表明された。（注1）ここで政策の対象となっている孤独
（loneliness）とは、あくまでも主観的な感情のことであっ
て、外部から観察可能な孤立（isolation）とは区別され
たものである。そもそも我々が孤独を感じるかどうか
という事柄は、あくまでも個人が持つ主観的な感情で
あるといえよう。そのためこうした問題について、一
般的には、社会科学的な観点から評価・検討を加える
ことが難しいと考えられている。これに対して興味深
いことに、イギリスでは孤独の問題はすでに社会政策
（注1） この表明の背景に、2017年12月に公表されたジョー・コッ
ク ス 委 員 会 の 最 終 報 告 書（JO COX LONELINESS Start a 
conversation “Combatting loneliness one conversation at a time 
: A call to action”）があったことは、日本でも紹介されていると
ころである。
がアプローチすべき重要な課題であると認識されてお
り、しかもさまざまな観点から孤独の問題を「指標化」
することや「エビデンス」に基づいて議論しようとし
ているのである。
そこで、本論文では、昨年1月に孤独担当大臣が設置
されて以降の1年あまりの取り組みをできるかぎりフォ
ローアップをしていくことによって、イギリスでは孤
独の問題をどのように対象化しているのか、あるいは
いかにして取り組みを進めようとしているかといった
点について検討を加えていきたい。
以下では、まず、孤独担当大臣設置後のイギリスの
動向について確認する。次に、イギリスでは「孤独
の指標化」について直近の2018年12月に、“National 
measures of loneliness”（「孤独の推奨される国内指標」）
が発表されているため、その要点を紹介する。その上で、
孤独に対する対策の指標化について検討を加え、最後
に、孤独とその対策にむけた指標化の可能性と課題に
ついて言及する。
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Ⅱ　孤独担当大臣を設置した以降の
イギリスの最新動向
2018年1月にイギリス政府が孤独担当大臣の設置を発
表した際、政府ではすでに４つの作業を開始している
ことが示唆されていた。それは、①同年の後半に孤独
についての政府としての戦略を発表すること、②政府
の「What Works center」を中心にして、あらゆる年
齢層、あらゆる地域社会における、孤独へのさまざま
な取組みの影響に関するエビデンスの蓄積、③全国統
計局（ONS）との協働作業により、すべての年齢にわ
たる孤独の適切な指標を確立して、これらの数字が主
要な調査研究に含まれることができるようにすること、
④政府が慈善信託、財団、その他の団体と協力して行う、
すべての年齢、背景、地域社会にわたる孤独に対する
革新的な解決策の奨励、人々が繋がることを可能にす
る活動を発展させるためにコミュニティへのシード資
金の提供、孤独な個人がコミュニティと再びつながる
ようにするために実用的で心の支えとなるサポートを
提供している既存の取組みの拡大である。
ここで注目したいのは、②にあるように、孤独の問題
にアプローチしていくために「エビデンス」を重視し
ている点である。この点は早速に具体的なアクション
となって表れており、2018年6月にデジタル、文化、メ
ディア、スポーツ省と市民社会事務局は、孤独戦略へ
のアプローチに関するエビデンスを集めるために、政
府がどのようにすれば、より強いつながりを支援でき
るのかについて専門家らに意見を求め、孤独に取り組
むために何が役立つのかについての経験を共有するこ
とを呼びかけたのである
i
。
さらに、これらの取り組みを集約するものとして、
2018年10月にメイ首相は政府初の孤独に対する戦略を
発表したが、それは『つながりのある社会―孤独に取
り組むための戦略―変化のための基礎を築く』という
報告書にまとめられている
ii
。参考までに、報告書の
主な構成に触れておこう。報告書の内容は、同年1月
の段階ですでに政府が取り組んでいた作業をまとめた
ものとなっているが、第1章「エビデンスと洞察」では、
既存の孤独に関するエビデンスの蓄積について、その
効果と原因を含めた要約が提示されている。そこでは、
政府が約束をしていた、孤独のための一貫した測定法
の開発と、有効な介入に関するエビデンスに関する情
報が提供されている。同報告書の付属書A「エビデンス
を集めるための呼びかけから得られた考案の要点」の
中で、「この戦略には、2018年6月に孤独のエビデンス
を集めるための政府による呼びかけに対する専門家の
応答が反映されている」ことが述べられている。また、
付属書B「成功への対策」では、「孤独に関するエビデ
ンスの蓄積」が再び述べられている。さらに、最後の
第5章「次へのステップ－この戦略の構築」でも、エビ
デンスの蓄積が挙げられている（HM Government　
2018：64、67）。ちなみに、報告書の原文は政府のホー
ムページから誰でもが入手することができる。
このような一連のプロセスを経て、2018年12月、政
府は孤独についての国内指標を提示した。この内容に
ついては、次節で触れることにしたい。
こうした動向からもわかるように、イギリス政府の
孤独に関する政策は、具体的な介入方法だけでなく、
対象である孤独の問題そのものについても、徹底した
エビデンスと指標化を求めていることがわかる。ここ
で押さえておきたいのは、福祉分野でのエビデンスや
指標化にかかわる取り組みが合意している意味である。
1つは、孤独の問題を個人が持つ主観的な感情に留め
おくことではなくこれをできるだけ客観化していくこ
とによって、孤独を個人の問題から社会の問題へと広
げてアプローチしていこうとする姿勢である。この点
で指標化は、特定の課題あるいは取り組むべき目標へ
置き換えることができることから、とてもわかりやす
く我々にアピールしていくものとして機能するだろう。
もう1つは、問題への対応が持つ性格を事後的あるい
は消極的なものから積極的な取り組みへと変化を促し
ていくことにあるだろう。言い換えれば、政策課題に
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対する場当たり的あるいは対症療法的な対応から体系
的あるいは組織的な取り組みへの変化を促そうとして
いると言ってもよいかもしれない。そのためにも取り
組むべき理由をきちんと説明できるようにエビデンス
として示すことがとりわけ強調されているのである。
Ⅲ　孤独の指標の提案　　　　　　
―指標化プロセス―
１．「孤独の国内指標」の開発に向けて
イギリスでは、2018年12月、孤独とその指標化のた
めの基準の定義化が公表された。前節でみたようにイ
ギリスでは、国レベルでの指標化という取り組みが進
んでおり、また孤独に関する指標化に向けても動き出
しており、日本も参考にすべき点があるだろう。
2018年1月、メイ首相は全国統計局（ONS）を「孤独
の国内指標」の開発のための部署として任命し、社会
全体のあらゆる人々を含む将来のイギリスの政策に対
する情報を提供することを目指した。これは、孤独の
実用的な定義、および指標とデータ収集のために、孤
独の測定と分析の専門家で構成される政府のTackling 
LonelinessチームとLonelinessテクニカルアドバイザリ
グループが協力してきた成果である。メイ首相は、「孤
独への取り組みにおけるさまざまなイニシアチブの影
響、すべての年齢、すべてのコミュニティ内での影響
に関するエビデンスを蓄積する」、「これらの数字が主
要な研究に含まれることができるように、全国統計局
（ONS）ですべての年齢層にわたる孤独の適切な指標を
確立すること」を計画した。
その結果、2018年12月5日、全国統計局（ONS）より
公式統計として『孤独の全国対策：2018』が公表され
ているのである。以下では、その内容を一部紹介して
みたい。
２．「孤独の国内指標」の必要性
指標化にあたって課題として認識されていたのは、
これまでイギリス全体では、高齢者間での比較的一貫
した孤独に関する調査がなされてきたが、子どもや若
者、労働年齢の成人間の孤独に関する確かなデータを
持ち合わせていないということであった。
例えば、イギリスですでに実施されている　English 
Longitudinal Study of Aging（ELSA） 調 査 は、 高 齢
者の孤独に関するデータを一貫して収集してきた。し
かし、前述したように定期的に16歳未満の若者の孤独
に関するデータは収集されていなかった。したがって、
ここで求められたのは、より多くの人々が同じように
孤独を測定することであった。それにより、孤独に最
も関連する要因、孤独の影響がさまざまな人々に与え
る影響、それに対する予防や軽減が可能かどうか、そ
のための理解につなげていくことが可能となるからで
ある。
孤独の定義については、2017年12月に公表された
ジョー・コックス委員会の最終報告書と同様の定義が
用いられた。ここで期待されているのは、全国的な孤
独の尺度を設定することによって次のような点にアプ
ローチしていくことであった。
・ あらゆる年齢層の孤独に対する理解が深まる。
・ 母集団全体および特定のサブグループの孤独を観察
することができる。
・ 自覚的な孤独を捉えることができる。
・ 地域の孤独の推定と国内の推定との比較、または地
域のサービス提供者の推定と地域のより広い人口と
の比較を可能にする。
・ 最も必要としている人々に資源の優先順位をつけ効
果的に目標を設定することが可能となる。
・ サービス提供者が自分たちの仕事の影響を測定、実
証することが可能となる。
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３．「孤独の国内指標」の開発に向けた取
り組みと成果
では、具体的に孤独を測定するためにどのような方
法が使用されているのであろうか。
全国統計局（ONS）は、孤独を測定するための既存
のアプローチについて専門家と協議を重ねた。孤独を
策定する方法として、Examples of direct measures of 
loneliness「孤独の直接的な尺度の例」とExamples of 
indirect measures of loneliness「孤独の間接的な尺度の
例」がある。
まずはTable 1: Examples of direct measures of loneliness 
「孤独の直接的な尺度」について見てみよう。Commu-
nity Life Survey（CLS）とEnglish Longitudinal Study 
of Ageing（ELSA）調査は、イギリスを対象とした主
要な調査である。ここで課題として挙げられているの
は、表１にあるように、同じ質問表現を使用している
にもかかわらず回答カテゴリが異なっているという点
である。これではデータの応用性が十分とは言えない
という見方もある。また、回答カテゴリが少ないほど、
電話データの収集や特定の年齢層では覚えやすいので、
有益であるという捉え方もある。
ただし、介入の影響と経時的な変化を測定する場合
は、応答カテゴリが多いほうがより役に立つ。一方で、
課題も指摘できる。回答者は自分自身に対して「孤独」
を定義しなければならず、異なる種類の感情や経験を
「孤独」と表現する可能性が生じる。その他、単一の項
目の尺度で孤独の重症度を捉えることに困難も生じて
くる。
Table 1: Examples of direct measures of loneliness
Survey Question or item wording Response categories
Community 
LifeSurvey (CLS)
How often do you feel 
lonely?
1.Often/Always
2.Some of the time
3.Occasionally
4.Hardly ever
5.Never
English Longitudinal 
Study of Ageing 
(ELSA) ／
Understanding 
Society
How often do you feel 
lonely? 
1.Hardly ever or never
2.Some of the time
3.Often
British Household
Panel Survey
How often do you feel 
lonely?
1.Very often
2.Quite often
3.Occasionally
4.Hardly ever
Health behaviours
in school aged
children – England
Thinking about the last
week,
have you felt lonely?
1.Never
2.Rarely
3.Quite often
4.Very often
5.Always
Mental Health of
Children and
Adolescents in
Great Britain
In the past two weeks,
I felt lonely.
1.Mostly true
2.Sometimes true
3.Not true
表1：孤独の直接的な尺度の例
調査 質問や項目の表現　　 応答カテゴリ
コミュニティライフ 
サーベイ（CLS）
あなたはどのくらいの
頻度で孤独を感じます
か。
1.常に
2.しばしば
3.時々
4.ほとんど感じない
5.まったく感じない
イギリスの高齢化に
関する縦断的研究
（ELSA）
あなたはどのくらいの
頻度で孤独を感じます
か。
1. ほとんど感じない　 
または全く感じない
2.時々
3.しばしば
イギリス世帯
パネル調査
あなたはどのくらいの
頻度で孤独を感じます
か。
1.しょっちゅう
2.かなり頻繁に
3.時々
4.ほとんど感じない
学童、児童の健康行
動―イギリス
先週、あなたは孤独を
感じましたか？
1.全く感じない
2.時々
3.かなり頻繁に
4.しょっちゅう
5.常に
イギリスの子どもと
青年の精神的健康
過去2週間で、私は孤
独を感じました。
1.ほとんど真実
2.ときどき真実
3.真実ではない
（筆者翻訳）
次にExamples of indirect measures of loneliness「孤
独の間接的な尺度の例」はどうであろうか。
UCLAが設定している孤独感の尺度の特徴は、社会と
のつながり、そして自覚的孤立を測定するように設計
されている点にあるだろう。それには20項目と3項目の
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スケールを含むいくつかのバージョンがあるが、国内
調査に用いられるという理由から、今回の孤独に対す
る取り組みでは3項目スケールのみを考慮して行うもの
とされた。また、新しいスケールを用いて行うよりも、
既存のエビデンスに基づいて、従来からある尺度を孤独
の問題に応用して考察するほうが、よりも早く有益な
示唆を得ることができるという理由から、Community 
Life Survey （CLS）とThe three-item UCLA Loneliness 
scale on ELSAという方法が注目された。なお、これら
両方の方法の使用は、現在ELSAなどによって採用され
ているアプローチ法でもある。これにより、正当性と
信頼性があると評価された尺度での孤独の測定が可能
になるとともに、回答者が孤独を感じるかどうかを自
分で報告できるようになり、さまざまな人々の主観的
な孤独感の分析をさらに深めることが可能となる。
Table 2: Examples of indirect measures of loneliness
Scales Items Response categories
The three-item
UCLA Loneliness
scale on ELSA
1. How often do you 
feel that you lack 
companionship?
1. Hardly ever or
never
2. How often do you feel 
left out?
2. Some of the time
3. How often do you feel 
isolated from others?
3. Often
The six-item De Jong 
Gierveld Loneliness 
scale
1. I experience a general 
sense of emptiness
1. Yes
2. I miss having people 
around me
2. More or less
3. I often feel rejected 3. No
4. There are plenty of 
people I can rely on 
when I have problems
5. There are many people 
I can trust completely
6. There are enough 
people I feel close to
The Campaign to
End
Loneliness scale
1. I am content with 
my friendships and 
relationships
1. Strongly Disagree
2. I have enough people 
I feel comfortable asking 
for help at any time
2. Disagree
3. My relationships are 
as satisfying as I would 
want them to be
3. Neutral
4. Agree
5. Strongly Agree
6. Don’t Know
表2：孤独の間接的な尺度の例
スケール アイテム 応答カテゴリ
ELSAの3項目
UCLA孤独感
スケール
1. あなたはどのくらいの頻
度で仲間　が不足してい
る思いますか？
1.  ほとんどない　 
または全くない
2. あなたはどのくらいの頻
度で取り残されたと感じ
ますか？　
2. 時々
3. どのくらいの頻度で他人
から孤立していますか？
3. しばしば
6項目の
デ・ジョン・ギエル
ベルト
孤独感スケール
1. 私は空虚感を感じます。 1.はい
2. 私のまわりに人がいるの
に寂しく感じます。
2.多少はそう思う
3. 私はしばしば拒絶されて
いるように感じます。
3.いいえ
4. 私は問題を抱えていると
きに頼れる人がたくさん
います。
5. とても信頼できる人が大
勢います。
6. 私は親しいと感じる人が
大勢います。
孤独感解消
キャンペーン
1. 私は友人関係に満足して
います。
1.強く反対
2. 私はいつでも快適に助け
を求めることができます。
2.反対
3. 私の人間関係は満足のい
くものです。
3.中立
4.同意
5.強く同意
6.わからない
（筆者翻訳）
最後に、「Cognitive testing of loneliness questions 
and response options Findings from our cognitive 
testing of loneliness questions with children and young 
people.」「孤独の質問と対応の選択に関する認知テスト
―孤独や若い人たちとの孤独の質問に対する私たちの
認知テストからの発見―」を実施した内容を紹介して
おきたい。特に注目したいのは、このテストを実施し
た結果、ELSAで使用されているUCLAスケールが、よ
り幅広い年齢層を対象とした調査で使用され、信頼性
と妥当性のテストで適切に機能し、さらに子どもと一
緒に使用するためのUCLAスケールの改訂版も同様のテ
ストでもうまく機能したという点である。つまり、こ
のような間接的および直接的な孤独度の組み合わせが、
主要な研究での使用に適しているということであろう。
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指標化プロセスから言えることは、孤独の直接的およ
び間接的な尺度を使用することで、回答者が自分で孤
独を感じているかどうかを判断できるようになり、さ
まざまな人々の主観的な孤独感をより客観的に捉える
ことができるということである。
Ⅳ　イギリスにおける孤独に対する
政策の評価－エビデンスと指標
化に焦点をあてて－
１．エビデンスと指標化に基づいた政策
の評価
孤独そのものに関する指標化の詳細はⅢ節で論じた
が、孤独の要因についても、介入の方法についても、
国家の政策として取り組む場合には全国的な孤独に関
する要因の調査が必要になってくる。また、具体的な
対策を立て、改善していくためには、政府が焦点を当
てようとしている分野において専門的知識と経験を持
つ組織や団体からエビデンスを収集することが不可欠
となる。
Ⅱ節で述べたように、孤独に対する戦略の枠組みは
2018年10月に発表されたが、この枠組み自体は、すで
に同年6月の段階で孤独のエビデンスを集めるよう政府
から専門家へ呼びかけた際に示されていた
iii
。
エビデンスに基づく政策形成（Evidence Based Poli-
cy 以下EBP）がイギリスでは定着しているから、10月
に孤独に対する戦略が発表されるまでの一連の流れは、
至極当然なものであったということもできる。
イギリスでEBPが進められてきた背景には、中央政
府がEBP推進の主要な役割を担ってきたことが挙げら
れる。同国では、トニー・ブレア労働党政権が発足し
た1997年前後から、幅広い分野の研究者や中央政府に
よってEBPを浸透させるための努力がなされ、アウト
カムの改善に関する予防的な政策が導入されてきた。
その流れは、2010年に発足した保守党のデービッド・
キャメロン政権でも堅持され、緊縮財政下での各ステー
クホルダーへの波及とEBPの社会実装を促すエコシス
テム（各主体間の有機的な結びつき）が急速に充実し
ていったとされる（家子ほか　2016：8－17）。
イギリスの政策立案では、何が有効か（what works）
が重視されており、実証的手法によるエビデンスの形
成を政府が推奨しているが、自治体や非営利団体など
の現場の主体がEBPを実践できるように、ここ数年間
で多くの中間組織が立ちあがっている。その中でもエ
ビデンスの形成・伝達・適用のすべてを担う官民出資
の組織であるWhat Works Centreでは、政府だけで
なく、政策に関わる広範なステークホルダーが関わっ
て、相互に協働を促す工夫が施されている。ちなみに、 
What Works Centre networkの一つであるWhat Works 
Centre for Wellbeingは、孤独に対する戦略に関わって
いる（家子ほか　2016）。
ここで触れておきたいのは、エビデンスをいかに因
果関係の枠組みの中でとらえていくことができるかと
いう点である。EBPにおけるエビデンスは、相関関係
では不十分であり因果関係が必要だとされているが、
実際の施策によってアプトプットやアウトカムがどの
程度変化するかという因果関係の特定は決して容易な
ことではない（山名　2017：77）。そこには、個人差や
地域差といった要因や様々なバイアスが入り込んでく
るからである。また、専門家や実務者の意見は、因果
関係を考える上での示唆を与えてくれるものではある
が、それだけでは不十分であると一般には認識されて
いる（家子ほか　2016：3）。
こうした問題点を踏まえて、政策効果把握のための
因果関係の特定のための方法として紹介されるものに
ランダム化比較試験（Randomized Controlled Trial）
と準ランダム化（Quasi-Randomization）という推定法
がある（山名　2017：78）。いずれの方法にもバイアス
が入る可能性は否定できないが、本稿との関係で着目
したいのが、それらの方法の必須の要素として、アウ
トカムの指標化が用いられていることである。孤独に
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対する戦略には126の団体が関わっているが、実際の支
援方法には様々なものが考えられる。その中で何が有
効か（what works）を検証する仕組みが作るためには、
アウトカムの指標化が有用なのである。（注2）
２．日本における政策の指標化
日本ではイギリスのような政府レベルでの政策の指
標化が十分になされているとはいえないが、1990年代
半ばから行政の効率性の評価がクローズアップされて
きた。その背景には、自治体財政が逼迫し効率的な運
営のために無駄を排除する措置をとらざるを得なく
なったこと、個々の政策、施策、事務事業についての
住民に説明するために評価を開示せざるを得なかった
こと、などがある。このことに関連して参考になるの
は岩崎の議論である（岩崎 2010：77-78）。
岩崎は、行政の効率性には、そうした消極的理由だけ
ではなく、行政改革、住民のための行政の遂行に不可
欠な要素であるという認識の形成があったとし、数値
目標が行政評価の目的とされる指標であり、政策、施策、
事務事業の進捗状況を測り、それらを管理する役割を
持つことを指摘している。その際の行政評価の目的は
アウトカムである。数値目標もアウトプット（活動指
標）ではなく、アウトカム（成果指標）であることが
前提になる。さらに、数値目標であるためにはその統
計が必要であるが、そのために個々の自治体は、必要
な統計があるのか、政府統計と業務統計をどう活用す
るのか、独自の統計調査が実施されなければならない
のか、住民意識調査はどうするのか、統計がない場合
（注2）2018年10月の「つながりのある社会 －孤独に取り組むための戦
略 －変化のための基礎を築く」の中でしばしば登場するエビデ
ンスは、検証のための必須の要素であるが、政策に関する指標化
については、イギリスでは20年以上前から取り組まれており、近
年は、何が有効か（what works）について行動経済学の理論や
知見を活用し、小規模かつ財政効果の大きな施策を取り上げて、
施策効果の向上と政府支出の効率化が実証的に達成されたこと
で、エビデンスを重視する傾向がさらに加速している（家子ほか
　2016：3）。
にはどうするのか、といった問題に直面することになっ
た、としている。
ほぼ同じ時期にイギリスでは、すでに政府を中心に
した政策に関する指標化についての動きが始まってお
り、近年はそれが加速しているといわれている。さらに、
何が有効かについてもWhat Works centerを中心にした
多様なステークホルダーの協働が行われている。これ
に対して、福祉分野で客観的な指標化を行うことの是
非という問題点は置くとしても、日本では政府レベル
での指標化に関する取り組みがほとんどなされていな
いのが現状である。そういった意味でもイギリスでの
指標化に対する狙いや説明の仕方を理解しておくこと
は一定の意味があるだろう。
伊奈川（2018）は、『つながり、支え合う福祉社会の
仕組みづくり』の中で、孤独そのものではないが、そ
の対概念ともいえる「つながり」を分野横断的に社会
福祉を領導する概念として、先進事例・良事例を局所
現象にとどめず普遍化するための糸口にすることがで
きるのではないかという提案を行っている。そこでは、
PDCAによる社会福祉開発の構築（「つなぐ」ための枠
組み）が提示され、具体的な視座として、①地域の重
要性、②利用者の権利と選択の重要性、③プロセス管
理の重要性、④福祉計画の重要性、⑤アウトカムの重
要性の5つが取り上げられている（伊奈川 2018：245－
251）。そして、⑤について、近時日本でも医療・介護
を中心にKPI（重要政策指標）登場するなど、アウトプッ
トに加え、アウトカムを重視する傾向が強まっている
ことを指摘している。
日本では伝統的に社会福祉に関する各種計画は、理
念的・定性的なものが多いのが実情であり、指標化や
エビデンスを強調する方向性との間にはギャップがあ
る。イギリスのような形での指標化をすぐにわが国に
導入することは容易ではないだろう。しかし、イギリ
スの政策評価を参考にしつつ、理念的あるいは定性的
な評価手法に留まらない評価手法の1つとして指標化の
可能性と限界を検討していくことがこれから求められ
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ていく可能性はあるといえるだろう。
Ⅴ　孤独への対策にむけた指標化の
可能性と課題
１．孤独と幸福に関する調査
個人が持つ主観的な感情についての調査はこれまで
もなかったわけではない。例えば、幸福度に関する指
標については、OECDによって「より良い暮らし指標」
が公表されているし、日本でも内閣府により幸福度に
関する研究が行われている。ただし、幸福度に関する
指標化は、主観的幸福感に直接焦点を当てて個々人へ
の対策を考えることを意図したものではなく、どちら
かといえばそれに影響を与える経済社会的要因や他者
との関係性などに関心が向けられている 
iv
。
なお、幸福度の増大を政策の目標とすることには、
規範的に様々な問題があり、幸福度指標が文化や発展
の多様性と親和的であったとしても、集団的な次元で
幸福を捉えていることには変わりがないので、幸福度
の統計的把握は「善き生」への抑圧につながる危険が
ある、との指摘がなされていることも留意しておく必
要があるだろう（中澤 2010：94）。
一方、イギリスが国家を主体として取り組んでいる
孤独についてであるが、日本でもこれまで特定の年齢
層やグループを対象とした調査は行われてきた。しか
し、孤独という主観的な感情そのものを社会政策の対
象とするという発想はなかったように思われる。これ
に対し、今回のイギリスの取り組みは、孤独という主
観的な感情に直接焦点を当てて、それを社会政策がア
プローチすべき課題としている。そのためには、横断
的な調査が必要となるが、どのような調査を行いいか
なる支援をしていくのかという種々の課題も存在する。
２．孤独の指標化とニーズ
イギリスの一連の対策を社会政策とみなすならば、
孤独の問題はニーズの問題と重ねて考えることもでき
るであろう。ここではニーズ論としてよく知られてい
る三浦文夫の議論を参考にしてみたい。三浦によれ
ば、社会政策が対象とするニーズとは「ある種の状態が、
一定の目標なり、基準からみて乖離の状態にあり、そ
してその状態の回復・改善等を行う必要があると社会
的に認められたもの」という操作的概念を用いている
（三浦　1997：59-60）。
三浦は、「ある種の状態が、一定の目標なり、基準か
らみて乖離の状態にある」ものを依存的状態あるいは
広義のニードとし、「その状態の回復・改善等を行う必
要があると社会的に認められたもの」を要援護性ある
いは狭義のニードと呼ぶ。このような理解を前提にし
てみると、確かに孤独を生じさせている環境等につい
ては、それを広義のニードとすることは可能かもしれ
ない。だが、孤独感そのものについて、「一定の目標な
り、基準からみて乖離の状態」にあるとみなすことは
やや困難な作業を伴うように思われる。そうした主観
的感情は、状況により大きく左右されるし、同じ状況
にあっても個々人によって感じ方が大きく異なると思
われるからである。ただ、孤独の問題が「その状態の
回復・改善等を行う必要があると社会的に認められた
もの」とみなすことができるかどうかという点で言え
ば、孤独がもたらす種々の弊害を考慮するならば国民
一般の理解を得やすい部分はあるだろう。
特に指標化との関係で注目しておきたいのは次のよ
うな指摘である。「依存的状態はある個人や集団、地
域社会の状態という所与的な事実を前提としながらも、
それをある種の目標とか一定の基準で測るものである
から、この基準の在り方によって、その結果として現
れる乖離状態は、必ずしも絶対的なものではなく、相
対的なものであり、そこには価値判断が含まれ、基準
からはずれる場合にはマイナスの乖離状態として現わ
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れる」。このように、孤独という主観的感情については、
広義のニーズの要件を充たすかについて曖昧さが残る
ものの、そこに一定の基準を導入することによってそ
の要件を充足するかのように扱うことができるという
ことなのかもしれない。また、その基準を設定できる
のであれば、そこからはずれる場合をマイナスの乖離
状態として現すことも形式的には可能であろう。この
ように考えてみると、Ⅲでみたように、イギリスが先
んじて孤独の問題に指標化アプローチを展開している
のはニーズを認識するために欠かせない作業の1つであ
るといえるかもしれない。
ただし、そもそも孤独の問題は個人が持つ主観的感
情というデリケートな問題であってそこに国家が介入
しようとすることに一定のリスクが伴うこと、さらに
は元々孤独あるいは孤独感という主観的で曖昧な政策
対象を数値化する作業には、数値によって抽出できる
要素もあれば反対に捨象される要素もあるという限界
を認識しておく必要もあるだろう。例えば、特定の課
題を持つグループの特徴を把握するためにしばしば平
均値はその目安を示すものとして機能する一方、いわ
ば外れ値あるいは平均値からかけ離れた値は切り捨て
られがちである。
孤独の問題は主観的な要素が多分に含まれている以
上、いわば個別性が極めて高く平均値ではなかなかと
らえ切れない部分があることは容易に考えられる。そ
もそも平均値の意味内容それ自体も正確に解釈するこ
とは簡単ではないだろう。確かにこれまで見えにくい
とされてきた孤独の問題を数値化することに一定のメ
リットはある。ただし数値化ではとらえきれないよう
な問題を切り捨てたままでよいのか、もしそうであれ
ばそうした孤独の問題は個人のレベルに沈殿したまま
決して社会のレベルには表出されないという問題がど
うしても残るといった点を意識しておく必要があるだ
ろう。
３．政策の指標化
孤独という主観的な感情の指標化とは異なるが、政策
面での指標化の有効性については、わが国でもすでに
認識されているところである。2018年3月の介護保険法
改正では、地域包括ケア実現のためにプロセス指標お
よびアウトカム指標を含めた指標化により見える化を
推進し、財政的インセンティブが付与されることになっ
た（厚生労働省　2018：「介護保険最新情報」Vol.622）。
しかし、問題の認識と取り組みをデザインしていく
政策を指標化していくことには限界もある。特に、社
会福祉の場合、取り組みの成果（アウトカム）をどう
捉えるか、さらにそれらを指標化することには難しい
ものもある。ただ、社会福祉も時間と費用をかけて社
会資源を投入するものである以上、目標を達成する上
でアウトカムを全く無視してよいというわけではない
だろう（伊奈川 2018：250）。
イギリスのWhat Works Centreのように、政策の有
効性を政府だけでなく、政策に関わる広範なステーク
ホルダーが関わって、相互に協働を促すような仕組み
は社会福祉の指標化のための手がかりになるのではな
いだろうか。
Ⅵ　おわりに
社会的に解決すべき課題というのは、たとえ個人のレ
ベルで深刻な問題を抱えていたとしても必ずしもすぐ
に政策課題となるとは限らない。ある一定の問題が集
合するなどして多くの人々が深刻な問題であると認識
するようになって初めて社会の問題であると承認され
ていく傾向がみられる。ところが、イギリスでは、こ
れまで見てきたように、従来あまり政策の対象として、
みなされてこなかった個人が持つ孤独の感情を、社会
が取り組むべき問題として位置づけ、しかもこの問題
を指標化して捉えていくことが重要であると強調して
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いる。
これに対して日本においてはイギリスのように個人
が持つ主観的な感情の問題が政策課題の対象となりえ
るかという点は必ずしもはっきりしない。
イギリス国内においても、保守党はこれまで地方へ
の予算を削減し、孤独の軽減に役立ってきた可能性が
ある施設やサービスを縮小してきており、一連の孤独
の問題への取り組み自体を偽善だとする厳しい見方も
みられるようである
v
。ただし、政策対象として孤独の
問題を取り上げていく着想や具体的なアプローチ方法
を試行錯誤しながらも開発していく姿勢には学ぶ点が
少なくないだろう。また、政府が責任をもって政策を
示していく際にアウトカムを重視し、ここでも指標化
アプローチを強調している点も興味深い。こういった
イギリスの取り組みについては日本が参考にすべき点
があるであろう。
イギリスが、従来の一般的なサービスの充足方法で
は対応が困難な個人の主観的な問題にも配慮した「社
会的な課題としての孤独」にどのように取り組んでい
くか、先進的な事例の1つとしてこれからの動向に注目
していきたい。
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